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前年比 比率 前年差 前年差 前年差

人 ％ 人 人 ％ ポイント ％ ポイント ％ ポイント

調 査 産 業 計

1,400,620 0.1 973,278 427,342 30.5 0.5 1.87 0.02 1.81 -0.03 

建 設 業

67,028 3.1 63,474 3,554 5.3 -2.1  1.22 -0.06  1.11 -0.11 

製 造 業

402,097 1.5 350,037 52,060 12.9 0.2 1.19 -0.02  1.05 -0.05 

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

6,645 -16.0  6,238 407 5.9 -0.2  0.88 -0.89  1.21 -0.40 

情 報 通 信 業

19,942 -2.4  16,758 3,184 16.0 6.5 1.38 -0.11  1.60 0.46

運 輸 業 , 郵 便 業

90,857 0.9 72,025 18,832 20.7 4.4 1.83 0.59 1.66 0.39

卸 売 業 , 小 売 業

212,027 -3.0  100,315 111,712 52.7 4.1 1.81 0.04 1.89 0.02

金 融 業 , 保 険 業

36,819 -1.2  31,356 5,463 14.9 1.4 1.52 -0.54  1.64 -0.36 

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

17,964 0.0 12,604 5,360 29.8 5.6 2.10 -0.06  2.26 0.34

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

36,147 -2.5  27,751 8,396 23.2 -1.3  1.41 0.28 1.68 0.69

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

124,870 -0.3  31,219 93,651 75.0 -2.7  3.44 -0.05  3.53 -0.13 

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

32,850 -4.6  15,361 17,489 53.2 -0.2  2.42 0.64 2.44 -0.13 

教 育 , 学 習 支 援 業

73,249 1.3 55,827 17,422 23.8 -2.9  2.20 0.50 2.15 0.65

医 療 , 福 祉

169,984 0.4 118,174 51,810 30.5 0.7 2.06 -0.35  1.96 -0.38 

複 合 サ ー ビ ス 事 業

11,952 -1.9  9,711 2,241 18.7 0.7 2.19 -0.11  2.35 -0.21 

サービス業（他に分類されないもの）

97,436 3.4 61,753 35,683 36.6 0.1 2.85 0.05 2.46 -0.37 

産　　　業

常用労働者数

入職率 離職率

パートタイム労働者
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静岡県推計人口年報は、国勢調査が行われる年の発行はありません。

※

　静岡県統計協会では、統計情報の活用を図るため、特別会員制度を設け、会員の

皆様に各種統計刊行物をお届けしています。（下表を御覧ください。）

　法人・個人を問わず、どなたでも御加入いただけます。是非、御加入ください。
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ふじっぴーもお勧め！


　静岡県が毎月公表している「毎月勤労統計調査地方調査結果」について、平成29年の年平均結果を取りまとめました。

　毎月勤労統計調査は、労働者の賃金、労働時間、雇用について、毎月の変動を把握するための調査です。
調査結果は、国の労働・経済政策や景気動向などの基礎資料として広く利用されています。また、県内の景気局面をとらえる指標のひとつである「静岡県景気動向指数」の算定や県内経済の状況をとりまとめた「静岡県月例経済報告」の作成にも活用されています。
１　賃金　～２年ぶりに増加した現金給与総額～

(1)年次別現金給与額
平成29年の１人平均月間現金給与総額は30万7,203円、名目賃金指数（現金給与総額）は100.5で、前年比1.7％増と２年ぶりに増加した。
現金給与総額のうち、定期給与は25万1,876円、名目賃金指数（定期給与）は100.0で、前年比1.0％増と２年ぶりに増加、定期給与のうち、所定内給与は23万45円、名目賃金指数（所定内給与）は100.1で、前年比0.8％増と４年ぶりに増加した。
超過労働給与は2万1,831円で前年差656円増、特別給与は5万5,327円で前年差2,699円増となった。（表１）
(2)産業別現金給与額
産業別に現金給与総額をみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」が48万4,426円と最も高く、次いで「金融業,保険業」、「学術研究,専門・技術サービス業」の順となった。
主な産業別に現金給与総額の動きをみると、「建設業」（6.5％増）、「学術研究,専門・技術サービス業」(6.4％増)、「金融業,保険業」(6.1％増)等で増加し、「情報通信業」(4.8％減)、「サービス業（他に分類されないもの）」(3.1％減)等で減少した。
（表２）
[image: image5.emf]（事業所規模５人以上、調査産業計）

指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

平成25年 312,479 101.4 1.0 258,399 101.8 0.4 237,074 102.4 0.3 21,325 54,080

　　 26 308,510 99.7 -1.7  254,512 99.8 -1.9  233,035 100.1 -2.1  21,477 53,998

　　 27 305,921 100.0 0.3 251,982 100.0 0.2 229,908 100.0 -0.2  22,074 53,939

　　 28 302,116 98.8 -1.2  249,488 99.0 -1.0  228,313 99.3 -0.6  21,175 52,628

　　 29 307,203 100.5 1.7 251,876 100.0 1.0 230,045 100.1 0.8 21,831 55,327

所定内給与

超過給与

特別給与

年

現金給与総額

定期給与

表１　年次別現金給与額の推移
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前年比 前年比 前年比 前年差 前年差

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 円 円

調 査 産 業 計

307,203 1.7 251,876 1.0 230,045 0.8 21,831 656 55,327 2,699

建 設 業

372,532 6.5 318,989 5.2 299,577 3.7 19,412 5,141 53,543 6,231

製 造 業

381,692 1.0 304,393 1.0 268,634 1.1 35,759 76 77,299 1,188

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

484,426 5.9 371,056 3.2 342,159 2.4 28,897 2,471 113,370 11,251

情 報 通 信 業

393,540 -4.8  326,964 -4.6  310,595 -3.4  16,369 -5,326 66,576 -4,094

運 輸 業 , 郵 便 業

335,858 4.8 282,306 1.2 232,371 -0.3  49,935 4,473 53,552 12,015

卸 売 業 , 小 売 業

228,860 -2.8  194,945 -3.1  185,974 -2.7  8,971 -959 33,915 -506

金 融 業 , 保 険 業

465,533 6.1 344,146 5.8 308,065 2.0 36,081 12,674 121,387 7,734

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

381,658 1.4 280,066 -1.8  258,903 -3.0  21,163 2,794 101,592 10,400

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

397,017 6.4 310,905 5.3 290,898 7.4 20,007 -4,361 86,112 7,638

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

132,346 5.8 122,667 4.3 116,097 5.6 6,570 -1,075 9,679 2,165

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

196,842 3.9 176,210 1.4 166,099 0.7 10,111 1,231 20,632 5,452

教 育 , 学 習 支 援 業

376,562 2.5 293,147 3.7 291,286 3.5 1,861 360 83,415 -1,854

医 療 , 福 祉

282,699 0.5 234,106 -1.4  217,819 -1.7  16,287 614 48,593 4,612

複 合 サ ー ビ ス 事 業

376,877 4.1 286,626 3.1 273,069 2.2 13,557 2,777 90,251 6,107

サービス業（他に分類されないもの）

205,235 -3.1  185,334 -2.7  172,423 -2.0  12,911 -1,531 19,901 -1,373

特別給与

産　　　業

現金給与総額

定期給与

所定内給与 超過労働給与

表２　産業別現金給与額

２　労働時間　～２年連続で減少した所定外労働時間～
(1)年次別労働時間
平成29年の１人平均月間総実労働時間は146.6時間、総実労働時間指数は98.6で、前年比0.8％減と２年連続で減少した。
総実労働時間のうち、所定内労働時間は134.6時間、所定内労働時間指数は98.6で、前年比0.9％減と２年連続で減少、所定外労働時間は12.0時間、所定外労働時間指数は98.1で、前年比0.1％減と２年連続で減少した。
出勤日数は18.8日で、前年差0.1日減となった。（表３）
(2)産業別労働時間
産業別に総実労働時間をみると、「建設業」が170.9時間と最も長く、次いで「運輸業,郵便業」、「製造業」の順となった。
主な産業別に総実労働時間の動きをみると、「建設業」(5.5％増)、「教育,学習支援業」（3.2％増）、「宿泊業,飲食サービス業」（2.5％増）等で増加し、「運輸業,郵便業」(6.6％減)、「情報通信業」(6.2％減)等で減少した。（表４）
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指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日

 平成25年 147.3 98.9 -0.9  136.0 99.2 -1.2  11.3 94.7 3.7

19.0

　　 26 146.0 97.8 -1.1  134.6 97.8 -1.4  11.4 96.0 1.3

18.8

　　 27 148.6 100.0 2.3 136.4 100.0 2.2 12.2 100.0 4.2

19.0

　　 28 147.6 99.4 -0.6  135.7 99.5 -0.5  11.9 98.2 -1.8 

18.9

     29 146.6 98.6 -0.8  134.6 98.6 -0.9  12.0 98.1 -0.1  18.8

出勤日数

所定外労働時間

年

総実労働時間

所定内労働時間

表３　年次別労働時間の推移
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前年比 前年比 前年比 前年差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計

146.6 -0.8  134.6 -0.9  12.0 -0.1  18.8 -0.1 

建 設 業

170.9 5.5 159.7 3.6 11.2 42.3 21.3 0.6

製 造 業

165.2 -0.2  148.0 -0.2  17.2 0.6 19.5 0.0

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

152.6 0.6 142.7 0.5 9.9 2.7 18.9 0.1

情 報 通 信 業

139.3 -6.2  131.1 -5.1  8.2 -19.5  17.7 -0.9 

運 輸 業 , 郵 便 業

168.4 -6.6  141.7 -7.5  26.7 -1.6  20.2 -0.7 

卸 売 業 , 小 売 業

130.3 -3.1  124.4 -3.0  5.9 -6.6  18.8 -0.2 

金 融 業 , 保 険 業

146.0 -0.2  134.5 -1.2  11.5 12.5 19.0 0.1

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

149.1 -2.7  137.9 -4.5  11.2 26.2 18.7 -0.7 

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

153.1 0.4 142.6 0.8 10.5 -5.4  19.5 0.1

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

104.4 2.5 99.8 3.1 4.6 -9.4  16.2 0.2

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

128.5 1.2 122.1 0.3 6.4 18.8 17.4 -0.3 

教 育 , 学 習 支 援 業

147.1 3.2 126.0 3.8 21.1 0.3 17.7 0.5

医 療 , 福 祉

139.4 -1.2  133.4 -1.0  6.0 -3.8  18.4 -0.2 

複 合 サ ー ビ ス 事 業

150.4 1.8 143.1 0.8 7.3 26.6 18.8 0.2

サービス業（他に分類されないもの）

137.5 -3.5  130.1 -2.5  7.4 -18.8  18.9 -0.5 

出勤日数

産　　　業

総実労働時間

所定内労働時間 所定外労働時間

表４　産業別労働時間
３　雇用　～３年連続で増加した常用労働者数～
(1)年次別常用労働者数及び労働異動率
平成29年の月間平均常用労働者数は140万620人、常用雇用指数は100.3で、前年比0.1％増と３年連続で増加した。このうち一般労働者は97万3,278人、パートタイム労働者は42万7,342人となった。
パートタイム労働者比率は30.5％で、前年差0.5ポイント増と２年連続で増加となった。
労働異動率をみると、入職率は1.87％で、前年差0.02ポイント増と２年ぶりに増加、離職率は1.81％で前年差0.03ポイント減と２年連続で減少となった。
（表５）
(2)産業、就業形態別常用労働者数及び労働異動率
常用労働者数を産業別にみると、「製造業」が40万2,097人と最も多く、次いで「卸売業,小売業」、「医療,福祉」の順となった。
パートタイム労働者比率の産業別割合をみると、「宿泊業,飲食サービス業」が75.0％と最も高く、次いで「生活関連サービス業,娯楽業」、「卸売業,小売業」の順となった。（表６）
[image: image9.emf]（事業所規模５人以上、調査産業計）

指数 前年比 比率 前年差 前年差 前年差

人 ％ 人 人 ％ ポイント ％ ポイント ％ ポイント

　　 平成25年 1,388,103 99.4 -0.5  1,003,489 384,614 27.7 -0.6  1.81 -0.05  1.84 -0.05 

　　 26 1,385,378 99.3 -0.1  978,722 406,656 29.4 1.7 1.82 0.01 1.81 -0.03 

　　 27 1,396,214 100.0 0.7 994,209 402,005 28.8 -0.6  2.22 0.40 2.12 0.31

　　 28 1,398,578 100.2 0.2 979,253 419,325 30.0 1.2 1.85 -0.37  1.84 -0.28 

　　 29 1,400,620 100.3 0.1 973,278 427,342 30.5 0.5 1.87 0.02 1.81 -0.03 

年

労 働 異 動 率

常用労働者数

入職率 離職率

パートタイム労働者

一般

労働者

表５　年次別常用労働者数及び労働異動率の推移
表６　産業、就業形態別常用労働者数及び労働異動率
＜利用上の注意＞
１　この調査結果の数値は、調査対象事業所からの報告を基にして、本県の事業所規模５人以上のすべての事業所に対応するよう復元して算定したものである。
２　調査結果の実数の年平均値は、各月の数値を常用労働者数で加重平均することによって算出している。また、指数及び労働異動率の年平均値は、各月の数値を単純平均したものである。
３　指数について
(1)指数の算出方法は、「各月の調査結果の実数÷基準数値×100」であり、「基準数値」とは基準年における１か月あたりの単純平均である。（現在の基準年は平成27年）

(2)指数は、基準時更新及び事業所規模30人以上の事業所の抽出替えに伴い、時系列比較を可能にするため、原則として過去に遡って改訂している。
最近では、平成27年１月分調査において、平成24年経済センサス－活動調査結果に基づく抽出替えを行い、これに伴う新旧のギャップ(差異)修正処理により、賃金指数及び労働時間指数並びにそれらの増減率について、平成24年２月に遡って改訂を行った。
ただし毎月の絶対的な水準を表す実数値については、改訂を行わないこととしている。
(3)公表されている前年比については、原則として指数により行っているため、実数から算定した場合とは必ずしも一致しない。
４ 統計表の符号は以下のとおり。
「－」…該当数字無し又は指数化されていない。
「０」…単位未満
「ｘ」…集計事業所数が2以下又は当該産業に属する事業所数が少ないため公表しない。
＜調査事項の説明＞
１　現金給与総額　　定期給与＋特別給与
２　定期給与
労働契約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される給与（所定内給与＋超過労働給与）

３　所定内給与　　定期給与のうち、超過労働給与以外の給与
４　超過労働給与
所定の労働時間を超える時間の労働、休日労働、深夜労働等に対して支給される給与

５　特別給与
あらかじめ定められた労働協約、就業規則等によらないで、一時的又は突発的事由に基づいて支払われる給与や、あらかじめ定められた労働協約、就業規則等により支給される賞与及び期末手当、３か月を超える期間で算定される手当等、支給事由の不確かなもの、労働契約、就業規則等の改正によるベースアップ等が行われた場合の差額追給等
６　総実労働時間　　所定内労働時間＋所定外労働時間
７　所定内労働時間
労働協約、事業所の就業規則等で定められた正規の始業時間と終業時間との間の実労働時間
８　所定外労働時間
早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労働時間
９　出勤日数
調査期間中に労働者が実際に出勤した日数
10　常用労働者
期間を定めず又は１か月を超える期間を定めて雇われている者や、日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている者のうち、前２か月にそれぞれ18日以上雇われた者
11　パートタイム労働者
常用労働者のうち、１日の所定労働時間が一般の労働者より短い者又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで一週の所定労働日数が一般の労働者よりも短い者

（「一般労働者」とは、常用労働者のうち、パートタイム労働者でない者のことをいう。）
12　パートタイム労働者比率
本調査期間末の全常用労働者に占めるパートタイム労働者の割合を百分率化したもの
13　労働異動率

雇用の流動状況を示す指標としての労働異動率は、以下の式により算出している。

入(離)職率 ＝ 月間の増加(減少)労働者数 ÷ 前月末労働者数 × 100
なお、この入(離)職率は、単に新規の入(離)職者のみならず、同一企業内の転勤者が含まれている。



平成29年 毎月勤労統計調査地方調査結果


現金給与総額　　　前年比　１．７％増


所定外労働時間　　前年比　０．１％減


常用労働者数　　　前年比　０．１％増


（事業所規模５人以上、調査産業計）
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		　静岡県統計協会では、統計情報の活用を図るため、特別会員制度を設け、会員の
皆様に各種統計刊行物をお届けしています。（下表を御覧ください。） シズオカケントウケイキョウカイトウケイジョウホウカツヨウハカトクベツカイインセイドトドケカヒョウゴラン

		　法人・個人を問わず、どなたでも御加入いただけます。是非、御加入ください。 ホウジンコジントゴカニュウゼヒゴカニュウ

		特　典　刊　行　物 トクテンカンギョウモノ				会 員 区 分 カイインクブン		A会員 カイイン		B会員 カイイン		月報会員 ゲッポウカイイン

						会　　　費 カイヒ		15,000円 エン		9,000円 エン		6,000円 エン

						県民手帳 （大型判・小型判） ケンミンテチョウオオガタバンコガタバン		○		○		○

						静岡県勢要覧 シズオカケンセイヨウラン		○		○		○

						静岡県の統計（月報） シズオカケントウケイゲッポウ		○		○		○

						統計ハンドブック トウケイ		○		○		○

						学校基本統計（学校基本調査報告書） ガッコウキホントウケイガッコウキホンチョウサホウコクショ		○		○

						静岡県の県民経済計算 シズオカケンケンミンケイザイケイサン		○		○

						しずおかけんの地域経済計算 チイキケイザイケイサン		○		○

						毎月勤労統計調査年報 マイツキキンロウトウケイチョウサネンポウ		○		○

						静岡県の工業（工業統計調査報告書） シズオカケンコウギョウコウギョウトウケイチョウサホウコクショ		○		○

						静岡県統計年鑑 シズオカケントウケイネンカン		○

						静岡県推計人口年報 シズオカケンスイケイジンコウネンポウ		○

						静岡県の自動車保有台数調査報告書 シズオカケンジドウシャホユウダイスウチョウサホウコクショ		○

		※				会員区分ごとに、○印が付いている統計刊行物をお届けします。 シルシツトウケイカンコウブツトド

		※				期間は、毎年４月1日から翌年３月31日までですが、年度途中の加入も可能です。 キカンマイトシガツニチヨクネンガツニチネンドカノウ

		※				静岡県推計人口年報は、国勢調査が行われる年の発行はありません。 コクセイチョウサオコナトシハッコウ



静 岡 県 統 計 協 会

　　  
　静岡市葵区追手町9番6号　県庁統計利用課内
　　　　ＴＥＬ　　　054-221-2298
　　　　ＦＡＸ　　　054-221-3609
　　　　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　stk@bz03.plala.or.jp

　  〒420－8601

ふじっぴーもお勧め！






